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第 1 章 序論 

 

１－１ 研究の背景 

 

GPS(Global Positioning System)は人工衛星による位置決定システムである。1970 年代の初頭

に、米国国防総省 USDOD(United States Department of Defense)により地球上いつでもどこで

も実時間の連続測位が可能なシステムを目指し開発が開始され、1995 年に本格的な完成が達成さ

れた。 
2000 年 5 月 2 日 13 時(JST)まで選択利用性(SA：Selective availability)と呼ばれる測位精度を

劣化させる操作がなされおり、その精度は単独測位では水平方向で約 100m であった。測位精度

を上げるために、種々の補正システムが世界中で運用されている。現在では、SA が解除され、

GPS 測位の精度は受信機、アンテナ等の周辺機器の進歩により大幅に改善されている。 
また、今日では、カーナビゲーションや携帯電話の普及により、「GPS」は一般的な言葉になり

つつあるように感じる。GPS は、GPS 衛星からの信号を受信することによって、高い精度で位置

や時刻が決定でき、船舶や航空機の航法装置、飛翔体の姿勢検地、車両の位置管理や経路案内、

土木工事や水上作業の測量、地殻変動の観測、構造物の歪みや揺れ検知、電離層観測、通信や天

体観測の時刻同期など、把握しきれないほど様々な用途で広く利用されている。これは、実時間

で高精度な測位を行うことが出来るため、日常生活や、さらには安全の視点からも非常に使い勝

手がよいからではないかと考えられる。 
しかし一方では、更なる測位精度の向上が要求されているのも事実である。cm レベルでの測位

が可能な搬送波位相を利用する干渉測位においては、アンビギュイティ(ambiguity)決定は 1 番の

問題点であると言え、無視することの出来ない大きな誤差要因である。 
 

 

衛星数 4 個×6 軌道面 
軌道半径 26,561km 

 約 11 時間 58 分 2 秒 
（約 0.5 恒星時） 

軌道傾斜角 55° 

周回周期 

 

 L1＝1,575.42Hz（154×10.23MHz） 
L2＝1,227.60Hz（120×10.23MHz） 

コードの種類 ゴールド符号 

搬送波周波数 

 

測地系 WGS－84 
 

 表 1-1：GPS 衛星の主要緒元 
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１－２ ＧＰＳの概要 

 

表 1-1 に GPS 衛星の主要緒元を記す。GPS 衛星は、高度約 20,000km の軌道を周回し、軌道

面は赤道から傾斜角 55°、各軌道間隔 60°で、全てで 6 軌道ある。各軌道に 4 衛星ずつの計 24
衛星で運用するとされている。図 1-1 に GPS 衛星の軌道概念図を記す。現在(2006 年 1 月)では、

28 機の GPS 衛星が使用可能である。各衛星の周回の周期は約 11 時間 58 分 2 秒(約 1/2 恒星日)
で、1 年で同じ配置に戻るように制御されているようである。実際には、衛星軌道は随時変更さ

れており完全には決定されていないが、衛星の軌道は 2m の範囲で地上のモニター局で管理され、

2 時間間隔で更新される高い精度を持った軌道情報(Ephemeris)を 30 秒周期で、対応した衛星が

放送している。 
各衛星は10.23MHzの基準発信機を搭載しており、154倍のL1＝1575.42MHzと、120倍のL2＝

1227.60MHzの2周波の右旋円偏波を全地球に向けて送信している。信号は全衛星同一の周波数を

用いてC/AコードとPコードとともに、衛星ごとに異なるゴールド符合と呼ばれる擬似ランダム雑

音(PRN：Pseudo Random Noise)でBPSK(Bi-Phase Shift Key：2相位相変調)変調されている。

具体的に、GPS衛星からコードに載せられて送信されるデータは、衛星軌道情報(Ephemeris)、
衛星時計の補正値、電離層補正パラメータ、全衛星の位置情報(almanac)等である。 

また、GPS では、GPS タイムというものがあり、GPS タイムは 1 週間で 1 回りするようにな

っており、この時刻のもとに運用されている。各衛星には、セシウム、ルビジウム原子時計が搭

載されており、この原子時計は地上の管制システムで管理され、この補正情報を軌道情報ととも

に衛星が放送している。また世界標準時として UTC が知られているが、UTC と GPS タイムの

違いも管理されている。 
 

 
 

図 1-1：GPS 衛星軌道概念図  
 
 



第 1 章 序論    3 

・GPS 測位の種類 

ここで、GPS 測位の種類を紹介する。GPS 測位で最も標準的な測位法は、GPS 衛星から送信

される C/A コードのみをもとに受信機 1 つで測位を行う単独測位であり、測位精度は 30m とい

われている。C/A コードは民間に開放された信号であり、何時でも利用することが可能である。

GPS 衛星は、C/A コードの他に P コードを送信している。この信号は、米軍関係者のみに使用が

許されており、P コードを利用する測位法による測位精度は 10m と、C/A コードを利用する測位

に比べて精度が高い。 
単独測位よりも高精度な測位を実現する測位法に相対測位がある。相対測位にはコードを利用

する DGPS(Differential GPS)測位と、搬送波位相を測定し測位を行う干渉測位がある。DGPS 測

位精度は 2～3m であり、カーナビゲーションシステム等に利用されている。干渉測位制度は数

cm であり、数 cm 程度の精度が利用される工事測量や、現在では航空機の離着陸時の位置計算等

にもりようされている。 
相対測位は、利用者の受信機1つでは行うことができない。あらかじめ位置のわかっている定点

に基準局を設ける必要があり、基準局の補正情報等を利用しなくてはならない。利用者が各自で

基準局の設置を行うことはないため、基準局の補正情報等を放送するサービスが行われている。

DGPS 補正情報は、図1-2 の海上保安庁の電波灯台から放送されている中波ビーコンの補正情報

が無償で利用できる。またFM 音声多重放送も利用できる。一方干渉測位では、無償の補正デー

タ送信サービスは確立されてはいないが、携帯電話、インターネット等で補正データの送信を行

っている。 

単独測位、DGPS、干渉測位のいずれも測位計算にはGPS 衛星位置とGPS 衛星とアンテナ（利

用者）位置間の距離が必要となる。特にGPS 衛星とアンテナ位置間の距離は擬似距離（ Pseude 
Range）と呼ばれる。 

 図 1-2：電波灯台設置箇所図 
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・GPS 測位の誤差要因 

GPS 測位における誤差を引き起こす要因はいくつか存在しており、GPS 衛星位置に関する誤

差要因と擬似距離に関する誤差要因の大きく2種類に分別される。 

GPS 衛星位置に関する誤差は、実際のGPS 衛星位置と衛星軌道情報(Ephemeris)を利用して計 

算した位置が異なることによって生じる。また太陽の輻射圧力による摂動等で衛星運動の乱れに

よる誤差もある。  

擬似距離に関する誤差には、電離圏、対流圏による遅延誤差やGPS信号が建築物等の反射物に 

反射し、直接波に干渉を起こすマルチパスの電波伝搬経路誤差がある。また擬似距離はアンテナ

がGPS信号を受信した時刻と信号送信時刻の差に光速を乗ずることで算出する。この算出法では

送信側と受信側の時計が完全に一致していなければならないが、GPS衛星時計と受信機時計が一

致していないために時計誤差が生じ、正しい距離を求めることができない。 

DGPS測位、干渉測位は基準局側の補正データ等を利用し、利用者側の測位誤差要因を相殺す

ることによって測位精度を向上させている。 

 

 

１－３ 研究の目的 

 

GPS測位における相対測位の中で、mm～cmレベルでの高精度測位が可能な搬送波位相を利用

する相対測位において、Ambiguity決定がその中心課題として挙げられる。Ambiguity決定に関

しては現在まで様々な工夫された手法が開発されてきたが、その中でも特にAmbiguity決定に有

効とされるLAMBDA法(Least-square Ambiguity Decorrelation Adjustment Method) について

調査し、Ambiguityに対するfloat推定値の探索空間とLAMBDA法の適用によるAmbiguity探索空

間の違いと、基線長との関係性を示すとともに、測位結果にどの程度の影響を与えるのかを示す

ことが本研究の目的である。 
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第 2 章 ＧＰＳ測位の基礎 

 

２－１ 単独測位 

 

２－１－１ 測位原理 

 

 GPS 衛星による単独測位は、GPS のもっとも基本的な利用方法であり、全世界で、宇宙、航

空、海上、地上(地中と水中は無理であるが)のどこでも、随時、1 秒またはそれ以下の時間に現在

地を知ることができる技術で、単純な原理である。GPS では、WGS－84 座標系により、緯度、

経度および高さが計算されるようになっている。 
 
GPS による測位は、利用者と衛星間の距離を

測定することによって行う。宇宙空間における

人工衛星 3 個のそれぞれの位置が分かってい

れば測位が可能となる。図 2-1 のように、衛星

上の原子時計によって正確なタイミングで発

信されている測位用の符号 C/A コードまたは

P コードが受信機に到達するまでにどれだけ

時間がかかったかを測定して求める。理想的な

場合として、もしも受信機時計が衛星時計と完

全に同期していれば、その所要時間(伝搬時間)
がわかる。 
 
しかしながら、受信機時計と衛星時計を完全

に同期させることはほとんど不可能である。そ

れは、衛星時計は原子時計と搭載し、正確に時

刻を刻むのに対し、受信機時計は衛星時計と比

較して精度が悪く、2 つの時計は一致、同期し

ていない。この受信機内の時計誤差は測定した

全ての衛星に対して等しいので、1 つの未知数

と考える。実際の場合、図 2-2 で記したように、

受信機時計によってコードの到達時間を計算

して形式的に距離を求める。これによって得ら

れた距離は時間誤差と真の距離との和で、この

距離のことを擬似距離(Pseudo range)という。

この擬似距離の問題から、実際の単独測位を行

う際、3 機の衛星からできる 3 つの方程式では

測位位置を求めることができない。それは、偉 

距離＝伝搬遅延時間×光速

正確なタイミング
でコードを発信

受信機と衛星時計が
完全に同期と仮定

 
 

 

図 2-1：理想的な場合のコードによる距離測定 

図 2-2：実際の場合のコードによる距離測定 
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度、経度および高さの 3 次元座標の成分(x､y､z)の 3 つの未知数と、受信機内の時計誤差Δt を求

めることになるので、実際単独測位を行うためには、図 2-3 のように最低 4 機の衛星を同時に観

測し、4 つの方程式を作成することが必要となる。この 4 つの方程式を解くことにより測位解を

得ることが出来る。 
 単独測位の測位精度は、SA が発動されていた時期は、時間帯によっては 65～100m であった

が、SA が解除された後は 6～10m までに改善された。ただし、電波伝搬を遮断するような障害物

によって受信できない衛星があると、見かけ上衛星の配置が悪くなり、市街地などではそれ以下

の精度となることがあるので注意が必要である。 

受信機時計により
信号の到達時間を

測定し距離を求める。
→擬似距離

全GPS衛星は原子時計による正確なタイミングで測位用信号を発信
各衛星の位置（とおよび運動方向）は軌道情報により計算可能

測位点の座標ｘ，ｙ，ｚ，時
計誤差δｔの4つの未知数
を4衛星の測定値から解く。

搬送波のドップラー効果と
衛星の速度、運動方向から
速度ベクトルを計算する。

測位用受信機

 

 

 

２－１－２ 測位計算 

 

 単独測位の測位計算は、受信機で測定された各衛星位置との擬似距離をもとにして行う。4 機

のGPS衛星の位置は、軌道情報から計算される。位置表現に用いられている3次元直行座標系は、

ECEF(Earth Centered Earth Fixed)と呼ばれ地球の中心を原点、地球自転軸に沿って北方向を正

方向とする Z 軸、グリニジ子午面と赤道面との交点方向に X 軸、これら 2 軸と右手系をなすよう

に Y 軸を選ぶものである。 
 測位を行うために、利用者の位置座標を、 ),,( 000 zyx とする。また、信号を送信した i 番衛星

の位置座標を ),,( iii zyx とする。衛星－利用者間の正確な距離は、ピタゴラスの定理より、 
 

)()()()( 2
0

2
0

2
0 ττ ∂+×=−+−+− iiii czzyyxx   (２．１) 

 

図 2-3：単独測位 
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ここで、 iτ は、測定で得られた i 番目の衛星の電波伝搬時間であり、 τ∂ は受信機時計のずれ(正
しい時刻より送れている場合を正とする)で、 cは光の速度であり、この式(２．１)の関係が観測

されている衛星全てについて成り立つ。また、観測点・衛星からの真の距離を ir0 とおく。 
幾何学的には、 ),,( iii zyx と中心とした半径が )( ττ ∂+× ic の 3 球面の交点として側点が求めら

れる。 
実際上の(２．１)式を解くことは、2 乗や平方根があり、うまく解くことはできない。そこで、

未知数を近似値と補正量の和で表し、最小 2 乗法を使用して解く方法がとられる。 
i 番衛星とアンテナ位置との距離(擬似距離) ir は、 

 

2
0

2
0

2
0 )()()( zzyyxxr iiii −+−+−=    （２．２） 

 
と表すことができる。また、未知数をその近似値と補正量の和で表すと、 

 

zzz
yyy
xxx

nn

nn

nn

Δ+=
Δ+=
Δ+=

−

−

−

1

1

1

       （２．３） 

 

と表すことができ、これを式(２．１)に代入すると、 
 

sz
z
ry

y
rx

x
rrr

i

i

i

i

i

i
ini +Δ×

∂
∂

+Δ×
∂
∂

+Δ×
∂
∂

+= ,    （２．４） 

 
 ここで s は受信機時計誤差であり、ここで出てくる xr ∂∂ / 、 yr ∂∂ / 、 zr ∂∂ / は、次の式のよう

になり、それぞれの衛星方向のベクトルの x 、y 、z 方向への射影(方向余弦)となっていることが

わかる。 
 

222

222

222

)()()(
/

)()()(
/

)()()(
/

iii

i

iii

i

iii

i

zzyyxx

zz
zr

zzyyxx

yy
yr

zzyyxx

xx
xr

−+−+−

−
=∂∂

−+−+−

−
=∂∂

−+−+−

−
=∂∂

   （２．５） 
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ここで、 xr ∂∂= /α 、 yr ∂∂= /β 、 zr ∂∂= /γ とおき、 1−−=Δ nn rrr とおくと、i 番目の衛星

からの擬似距離の補正量 rΔ は、 
 

szyxri Δ+Δ+Δ+Δ=Δ γβα      （２．６） 

 
となり、以下の 4 衛星分の 4 個の方程式ができる。ここで sΔ は τ∂c を意味する。 
 

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

Δ
Δ
Δ
Δ

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

=

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

Δ
Δ
Δ
Δ

s
z
y
x

r
r
r
r

1
1
1
1

444

333

222

111

4

3

2

1

γβα
γβα
γβα
γβα

    （２．７） 

 

 具体的な計算方法は、最初に 000 ,, zyx を式(２．２)に代入し近似距離 ir を求める。実測された

4 衛星に対する擬似距離の差を irΔ として、式(２．７)に代入して szyx ΔΔΔΔ ,,, 求める。これらの

値から、初期値である 000 ,, zyx にそれぞれ加え、新しい初期値 000 ,, zyx を作成する。作成した

初期値を式(２．２)に代入して新しい擬似距離 ir を求め、新しい擬似距離との差 irΔ を用いて新し

い szyx ΔΔΔΔ ,,, を求める。以上の計算を補正量が十分小さくなるまで繰り返し行うことで、利用

者位置座標と、受信機時計誤差を求めることができる。 
 また、実際の計算では、衛星が 4 個ではなく、4 個以上見えている。取り扱いを容易にするた

めに行列式で表現すると、式(２．７)は、 
 

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

Δ
Δ
Δ
Δ

⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

=

⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

Δ

Δ
Δ
Δ

s
z
y
x

r

r
r
r

nnnn 1

1
1
1

333

222

111

3

2

1

γβα

γβα
γβα
γβα

MMMMM

     （２．８） 

と表される。 

 

⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

Δ

Δ
Δ
Δ

=

nr

r
r
r

R
M

3

2

1

δ    

⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

=

1

1
1
1

333

222

111

nnn

A

γβα

γβα
γβα
γβα

MMMM

   

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

Δ
Δ
Δ
Δ

=

s
z
y
x

xδ  

 

とする式(２．８)は、 
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XAR δδ ・=        （２．９） 

 

となる。実際、この式(２．９)の右辺には、誤差 iε が含まれているので、式(２．９)は、 

 

εδδ += XAR ・       （２．１０） 

となる。ここで、ε は、 

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

=

nε

ε
ε

ε
M
2

1

  とする。 

そこで、この誤差 iε の 2 乗和を最小にするように解を決定するといった最小 2 乗法がここで適用

される。最小 2 乗解の導出過程は、まず、式(２・１０)を、 
 

XAR δδε ・−=       （２．１１） 
 
と書き直す。すると、誤差ε の 2 乗和 f は、 

 

22
2

2
1 nf εεε +++= L  

εε・T=  

)()( XARXAR T δδδδ ・・ −−=  

XAAXXARRR TTTT δδδδδδ )(2 ・・・・ +−=    （２．１２） 

 

で表せる。ここで、T は転置行列を示す。 f を最小にするために変数 Xδ で偏微分して極値を求

めると、 

 

0)(22/ =+−=∂∂ AAXARXf TTT ・・ δδδ  

ARAAX TTT ・・ δδ =)(  

 

となり、両辺の転置をとり、
TTT ABAB =)( という性質と、 )( AAT

が対称行列であることから、 

 

RAXAA TT δδ ・・ =)(       （２．１３） 
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となる。次に、両辺に Aと
TA を掛けた行列の逆行列を掛け、 Xδ について解くと、 

 

RAAAX TT δδ ・・・ 1)( −=      （２．１４） 

 
となり、最小 2 乗解が得られ、補正量 szyx ΔΔΔΔ ,,, を求めることができる。 

 
 

２－２ 測位誤差と補正 

 

２－２－１ 衛星位置 

 
 GPS 測位時に衛星の位置に誤差があると、直接的に測位誤差になって現れることがある。GPS
衛星の軌道は、地上の制御部で監視されて正確に予測され、各衛星に送られる。衛星は航法メッ

セージとして軌道情報を地上に送信しているが、数 m から 10m 程度の誤差を避けることが出来

ない。GPS 衛星軌道情報はエフェメリス(Ephemeris)データと呼ばれている。エフェメリスデー

タは各衛星とも約 2 時間で更新され、更新されてから時間の経過とともに信頼度が低下する。図

2-4 に衛星軌道誤差の実例を示す。図 2-4 の誤差は、エフェメリスデータから計算した位置と、

IGS(International GPS Service)という国際機関が作成した精密軌道暦の衛星位置との差である。

経過時間が 2 時間を過ぎたあたりから誤差が大きくなる様子がわかる。 

 
 

衛星位置誤差にはエフェメリスデータ誤差のほかに、GPS衛星自体の運動を乱し、衛星位置誤差

を生じさせる要因がある。図2-5にGPS衛星に働く力をまとめて示す。GPS衛星の運動は基本的に

は、地球も質点とみなした時の楕円運動である。この質点の引力の他に、当然のことながら小さ

いけれども無視できない力(摂動力)が働いて、衛星に加速度(摂動)が生じる。地球重力の高次項に

よる摂動は、地球を質点と近似したことによる残りの重力場であり、一番大きい項は地球の形状

が赤道方向に扁平であることに対応している。2日間で約20m、数時間では数mと言われている。

図 2-4 衛星軌道誤差 
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月と太陽による摂動は、
2-6 /105 sm× 程度の加速度であり、数時間で軌道が10m～100mほど移動

すると言われている。地球以外の惑星の影響は無視できる。地球の潮汐現象によって生じる重力

場の変化に伴う摂動もある。GPS衛星への影響は地球現象、海洋潮汐ともほぼ同程度であり、衛

星の位置のずれは、2日間で0.5～1m程度である。したがって、両方合わせると2日間で1～2mの

影響を受ける計算になる。 

 太陽光の輻射圧力による摂動は、太陽光が直接衛星に当たることによる輻射圧と、地球からの

照り返し(アルベド)をうけることによる輻射圧の摂動がある。GPS衛星の形状は複雑であるので、

これによる摂動力の見積もりは難しい。また、直接照射の影響は2日間で100m～800m、数時間で

数m とかなり大きいものになる。これらの摂動による衛星位置誤差はエフェメリスデータ中に摂

動の補正項が存在し、補正されるため数mに抑えられている。衛星軌道誤差による測位精度に対

する影響は視線方向(利用者位置とGPS衛星を結ぶ方向)の位置誤差が問題となり、これと直行す

る方向の誤差は影響しない。GPS衛星はそれほど細かい振動をすることはないため、衛星軌道の

予測誤差は周期の長いバイアス性となる。 

 

 

 
 
２－２－２ 衛星クロック 

 

GPS衛星には、時刻同期用の正確な発信機としてセシウム原子時計が搭載されている。精度は 

1310−
程度といわれているが、1日の間には

810−
秒程度の時刻誤差を生じる。距離に換算すると約

3mであるため補正を行わなければならない。地上のモニター局の受信機で、時計の同期誤差を連

続的に監視し、1日に1度は時計の補正データを各衛星に送信して、航法メッセージの1部として衛

星が送信している。 

 

送信されるGPS衛星クロック補正係数 0210 ,,, taaa fff は衛星が送信してくる時刻を補正するた

めに用いられる。衛星クロック補正値 tΔ は、 

 

図 2-5 GPS 衛星に働く力 
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2
02010 )()( ttattaat fff −+−+=Δ    （２．１５） 

 

で与えられる。ここで t は対象とする時刻、 0t は元期（基準時刻）、 0fa は時刻のオフセット、 2fa  

は原子周波数標準の周波数の変化率である。補正により時刻の誤差は1ns(30cm)程度に抑えられ

る。セシウム発信機は短期間には安定した挙動を示すから、衛星クロック誤差は周期の長いバイ

アス性の成分となる。 

 

 

２－２－３ 電離圏・対流圏遅延 

 

GPS衛星の電波は衛星から発射されると、まず電離圏を通過する。この後、地表に達する直前

に対流圏を通過する。電離圏と対流圏を通過する際にGPSの電波の速度が変化する。これにより、

衛星までの距離測定に誤差を生じることになる。 
 
電離圏と太陽活動 

地球の表面は大気で覆われている。その密度は地表付近で約1kg/㎥で、上空へ行くほど希薄に

なる。500kmの高度では
1210−
程度に減少する。地球から高さが100kmで、非常に希薄な大気層

が太陽からの紫外線やX線により電離した状態になっている領域を、電離圏(Ionosphere)という。 

 

 
中性の大気を電子とイオンに分解するのは主に、太陽の紫外線によるものだが、これは日

光の当たり具合によって電離圏の状態、つまり電離圏の電子とイオンの数が影響を受けるという

ことである。この当たり具合は、地球上の緯度と太陽の高度(仰角)に関係している。そのため、季

節や時刻によって電離圏のGPSへの影響の度合いは変化してゆく。 
 太陽の明るさは、目で見ていてもそれほど変化があるようには見えないが、紫外線の強さは太

図 2-6 電離圏概要図 

電離圏は下から上に、D 層、E 層、F1 層、F2 層

と呼ばれる 4 種類の層がある。一般に短波と呼ば

れる波長が 10～100ｍ位の電波は、F1 層または

F2 層で反射されるため、遠くまで送信することが

できる。これよりも高い周波数(波長の短い)電波

は、電離圏では反射されないので、そのまま突き

抜け宇宙空間まで出て行く。のため、人工衛星と

の通信には超短波(VHF：Very High Frequency)
や極超短波(UHF：Ultra High Frequency)を用い

る必要がある。 
 4 種類の層に分類される層の中で、GPS 信号に

影響を及ぼしているものは、電子密度の高い F2
層である。これらの層以外にスポラディック E 層

(Sporadic E)が時々現れる。 
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陽活動によって変化する。この紫外線は太陽全面から輻射されるのではなく、黒点の周辺から強

く発生する。この紫外線は太陽の表面にしみのようにう現れるが、極めて激しい太陽ガスの攪乱

場所となっている。ここでは、太陽面爆発(Flare：フレア)などの異常現象が発生する。 
 このようなことから、太陽活動の変化による黒点の増減に関連して電離圏の変化を考えること

ができる。図2-7に太陽黒点数の変動を示す。太陽ウォルフ黒点数(太陽黒点を統一的に表す指標

となる)の変化から、太陽活動が約11年の周期を持っていることを見て取れる。2000年は太陽活動

の極大期であると言われていたが、実際は2002年も非常に活発で、電顕の影響が例年よりも大き

かったと言われている。 

 
 

 
電離圏遅延 
 GPSで使用されているのはマイクロ波(Micro wave)である。波長を表す式は以下のようになる。 
 

fv /=λ        （２．１６） 

 
ただし、λは波長、 vは波の伝わる速さ、 f は周波数とする。光や電波の場合には、 vは約

sm /103 8× であるので、GPS衛星のL1帯の周波数 f ＝約1.6GHzを代入すると、λは19cmとな

る。 
 電離媒質中に電磁波が入射すると、その電界により電子が動かされ、見かけの屈折率は 
 

2
0

2

1
ωεm

Nen −=       （２．１７） 

 

となる。ただし、N は電子密度、eは電子の電荷、m は電子の質量、 0ε は真空中の誘電率、ωは

電磁波の各周波数とする。 
 
電磁波の電離媒質中の郡速度は、 
 

図 2-7 太陽黒点数の変動 
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c
m

NencVg ×−== 2
0

2

1
ωε      （２．１８） 

 

となる。平方根内の第2項は1以下の正の数なので、電離体質中においては速度が遅くなる。GPS
衛星から受信点までの伝搬経路はほとんどの部分で電離圏を通過し、電離圏内での郡速度減少は

経路全体で積算され、伝搬遅延となる。電離圏では屈折率が周波数によって異なるため、GPSの2
周波数(L1、L2)の電波が受ける遅延は互いに異なる。 
 

電離圏遅延量推定方法 
 GPSによって測定される擬似距離には、電離圏遅延量が含まれている。この遅延量を推定する

方法には様々なものがあり、中でも広く用いられる推定方法としては、 

・ 電離圏遅延モデルを利用して推定する方法 

・ 2周波の観測データを利用して推定する方法 
の2つが挙げられる。まず前者について簡単に紹介する。 
 代表的なモデルとして、Broadcast Modelが挙げられる。その名の通り、GPS衛星から送信さ

れる航法メッセージの中にある8つの電離圏パラメータを利用して、電離圏遅延量を推定するモデ

ルである。また、このモデルはクロブッチャー(Klobuchar)モデルとも呼ばれている。電離圏の日

変化は複雑な形をしているが、これを5nsの一定値と地方時(14時) にピークをもつ余弦関数の正

の部分との組み合わせた曲線で単純化する(図2-8)。5nsの遅延は地球上どこでも等しいとして余

弦関数の振幅Aと周期Tを与えることにより、電離圏の日変化を近似するモデルである。AとTは
観測地で異なる値をとるが、これはマイクロ波が通過する地磁気緯度 mΦ だけの関数で表現でき、

次式で与えられる。

 

3
3

2
210

3
3

2
210

mmm

mmm

T

A

Φ+Φ+Φ+=

Φ+Φ+Φ+=

ββββ

αααα
 

（２．１９） 

ここで、 nn βα , (n＝0,1,2,3)は電離圏パラメー

タである。 

 次に具体的な流れを示す。まず地磁気緯度を

求める。利用者のおおよその位置(緯度 uΦ 、

経度 uλ )と衛星仰角 E と方位角 Aと観測時刻

(GPSTIME)が与えられているとする。このと

きの時間の単位は秒、角度の単位は度とする。 
 
 

 
 

 
 
 
 

① 利用者位置と電波が電離圏と交わる位置の地球中心を原点とする角度を求める。 
 

図 2-8 電離圏遅延モデル 
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96.3
8.19

88.443
−

+
=

E
ψ      （２．２０） 

 
② ψ から電波と電離圏の交わる点の緯度 IΦ を求める。 
 

AUI cosψ+Φ=Φ      （２．２１） 

  ただし、 IΦ >+75なら、 IΦ =+75。 IΦ <-75なら、 IΦ =-75とする。 
 
③ ψ と IΦ から電波と電離圏が交わる点の経度 Iλ を求める。 
 

I
UI

A
Φ

+=
cos

sinψλλ      （２．２２） 

  
④ IΦ 、 Iλ から地磁気経度 mΦ を計算する。 

 

)291cos(7.11 −+Φ=Φ IIm λ     （２．２３） 

 
これで、 AとT を求めることが出来る。次に、観測時刻(GPSIME)から、現地時刻 t を算出する。 
 

GPSTIMEt I +×=
180

1032.4 4 λ
     （２．２４） 

 ただし、ｔ>86400ならt=t-86400、ｔ<0ならt=t+86400とする

 
 
振幅と周期と現地時間から電離圏遅延量を

推定することができるが、この推定された値は

ピアースポイント(電波が電離圏に入射する位

置)に垂直に入射したときの値であり、実際に

は斜め方向より入射してくるため、推定値をそ

のまま遅延量とはできない。そこで、遅延増加

率(傾斜角係数)を利用し、衛星仰角に依存した

値に変更し、遅延量を求める。図 2-9 に遅延量

増加率概念図を示す。 
 

 

4

3.5

3

2.5

2

1.5

0.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

仰角(degree)

遅
延
増
加
率
(倍

)

 

 
遅延増加率 F は、 

図 2-9 遅延増加率概念図 
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3

180
53.00.160.1 ⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −×+=

EF     （２．２４） 

 

で、与えられる。振幅 A、周期T 、現在時間 t 、遅延増加量 F を用いて、電離層遅延 ionoT は、 

 

⎪
⎩

⎪
⎨

⎧

×

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+−+×

=
−

−

,105

,
242

1105

9

42
9

F

xxAF
Tiono   

57.1||

57.1||

≥

<

x

x
 （２．２５） 

 
で与えられる。ここで、 
 

( )
T

tx 3600142 ×−
=

π
     （２．２６） 

 
である。 ionoT は遅延時間(秒)として推定されるので、光速を乗じて電離圏遅延量(m)を求める。 

 
 次に、2周波の観測データを利用して推定する方法について簡単に説明する。 
電波が電離圏を通過するときの屈折率は周波数に依存する。GPS信号は、L1、L2と、2種類の異

なる周波数の電波を送信している。2つの電波は基本的に同じ伝搬経路を通過してくるはずなので、

電子密度は同じであり、受信機時刻の差から電子密度を求めることができる。 
 実際には、電子密度を求めず、L1、L2の測定値(擬似距離(Code)、搬送波(Carrier))と、各周波

数から求める。まず、L1の擬似距離の電離圏遅延量 ρ,1LI は、 

 

( ) ( )122
2

2
1

2
2

,1 LL
LL

L
L ff

fI ρρρ −
−

=     （２．２７） 

 
で与えられる。ここで、 1Lf 、 2Lf はL1、L2の周波数(L1：1575.42MHz、L2：1227.6MHz)、 1Lρ 、

2Lρ は、L1、L2の擬似距離を示している。では次に、搬送波測定値を用いて電離圏遅延量を推定

する。L1の搬送波の電離圏遅延量(m)は、 φ,1LI  

( ) ( )11222
2

2
1

2
2

,1 LLLL
LL

L
L ff

fI φλφλφ −
−

=     （２．２８） 

 
で与えられる。ここで、 1Lλ 、 2Lλ はL1、L2の波長(m)、 1Lφ 、 2Lφ はL1、L2の搬送波測定値(サイ

クル)である。搬送波測定値は、1波長を1サイクルとした単位で出力されるため、各波長を乗じて

単位をmに変換し、計算を行う。 
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 以上の方法から電離圏遅延量を求めることができるが、式(２．２７)で求めた電離圏遅延量はノ

イズが大きく、式(２．２８)で求めた電離圏遅延量は傾向が正確であるが、バイアスがある。 
そこで、両者の測定値を用いて、絶対値が正しく、ノイズの小さな遅延量を求める。その決定方

法を以下に示す。 
① 測定値がサイクルスリップ(衛星から電波が障害物で遮蔽される等の理由で位相測定が中断す

る現象)や、衛星が見えなくなり電波が受信されなくなるまでのインターバルを求める。 
② 連続観測のできているインターバルの間との ρ,1LI と φ,1LI の差をとり、平均値 1LI を求め、求め

た平均値を、 φ,1LI のバイアスとする。 
③ φ,1LI の値から求めたバイアスを取り除き、求めた値を電離圏遅延量とする。 

 
このように求めたれた電離圏遅延量 1LI は、 

 

1,11 LLL III += φ       （２．２９） 

 
と表すことができる。 
 2周波で求められる電離圏遅延量はBroadcast Modelで推定した値より正確であるため、2周波

受信機が利用できる場合こちらの方法を用いるのが一般的である。 
 
対流圏遅延 
 
中性気体は無線周波数に対して分散性を持たないので、L1、L2いずれも搬送波の位相速度と、

郡速度の変化量は一緒である。電離層のように周波数依存の変化量差がないため、対流圏遅延は

直接測定することができない。そこでモデル化を行う必要がある。次に2つのモデルを紹介する。 

 

・Saastamoinen Model 
このモデルは1973年に提案されたモデルで、対流圏における遅延を地上の気温、気圧、相対湿

度を用いて推定を行う。仰角20度以上の衛星に対しての大気による伝搬遅延 sLΔ (m)は、 

 

( ) Rs EBe
T

P
E

L δ+⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−−⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
++

−
=Δ 90tan05.01255

)90cos(
002277.0 2

0

・・  （２．３０） 

 

で与えられる。ここで E は対象としている衛星の仰角(度)、P は地表での気圧、 0T は地表での気

温(K)、eは地表での水蒸気圧、B は観測点の海抜高度に関する補正係数で、表に示す値、 Rδ (m)

は天頂角(90-E)と海抜高度に関する補正項で表に示す値である。 
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高度(km) B(hPa) 
0.0 1.156 
0.5 1.079 
1.0 1.006 
1.5 0.938 
2.0 0.874 
2.5 0.813 
3.0 0.757 
4.0 0.654 
5.0 0.563 

 

表 2-1 モデル高度に対する補正値 
 

 受信機の海面上の高さ(km)  
天頂角（°） 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 3.0 4.0 5.0 
60 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002 0.002 0.001 0.001 
66 0.006 0.006 0.005 0.005 0.004 0.003 0.003 0.003 
70 0.012 0.011 0.01 0.009 0.008 0.006 0.005 0.004 
73 0.02 0.018 0.017 0.015 0.013 0.011 0.009 0.007 
75 0.031 0.028 0.025 0.023 0.021 0.017 0.014 0.011 
76 0.039 0.035 0.032 0.029 0.026 0.021 0.017 0.014 
77 0.05 0.045 0.041 0.037 0.033 0.027 0.022 0.018 
78 0.065 0.059 0.054 0.049 0.044 0.036 0.03 0.024 
79 0.087 0.079 0.072 0.065 0.059 0.049 0.04 0.033 

79.5 0.102 0.093 0.085 0.077 0.07 0.058 0.047 0.039 
80 0.121 0.11 0.1 0.091 0.083 0.068 0.056 0.047 

 
表 2-1 モデル受信機高と天頂角に対する補正値(m) 

 
・ Hopfield Model 
大気による伝搬遅延を表すモデルであり、天頂方向の遅延量 hLΔ を次式のように定義する。 

 

5
0 1
5

1
⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −

−
=Δ

H
hnHLh      （２．３１） 

 
ここで 0n は地上における大気の屈折率、h は測定点の高度(m)、H はモデルで考慮する大気の厚

さであり、43km程度とされている。この式から高度が上がると対流圏遅延が小さくなることにな
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るが、これは上空に上がると測定信号が通過する大気の長さが減少するためである。大気の屈折

率はおおよそ1.0003程度になる。 

普通のGPS受信機では気圧、気温を知ることができない。そこで一般的な気象条件を仮定するだ

けで十分といわれている。たとえば、式(２．３１)をもとに次式を仮定する。 

 

( )55103.2147.2 hLs ・−×−=Δ     （２．３２） 

 

この推定値は、天頂方向からの遅延量であるので、式(２．３１)を衛星仰角 E (°)依存にすると、 

 

( )
0121.0sin
103.2147.2 55

+
×−

=Δ
−

E
hLh

・
    （２．３３） 

で表される。 

 

 

２－２－4 マルチパス 

 

 マルチパスの誤差は直接波と周囲の構造物や海面や地形の起伏などからの反射波がアンテナか 

ら入射し、信号を擾乱することによって発生し、真の相関のピーク検出を妨害する。これは大き

な反射物が近くにある場合の固定局で顕著に現れ、時として15mもの誤差を生じることがある。

送信波は右旋波であるが、必ずしも理想的反射しないため、右旋波用のアンテナにも混入すると

考えられる。 

DGPS 等基準局を必要とする測位では、特にマルチパスによる誤差がないようにアンテナの設置

決める必要がある。またアンテナをチョークリング上に載せることで地面からの反射波の影響を

削減できる。最近はマルチパス軽減のために「narrow-correlator」受信機が存在する。 

 

 

２－２－５ 受信機雑音 

 

受信機内部の様々な要因によって測定誤差が生じる。こうした影響は温度による影響を受けや

すいことから、受信機の熱雑音(thermal noise)と呼ばれることがある。また、受信アンテナと受

信機本体を接続する高周波ケーブルについては、品質の良いものを使用して最小限の長さにした

ほうが良い。受信機内部の測定誤差は、高度な処理回路を採用している受信機でも0.5m程度生じ

るといわれている。 
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第 3 章 逐次的最小２乗法によるＧＰＳ単独測位 

 

３－１ はじめに 

 
第 2 章で述べたように、通常の単独測位では、観測値が得られるごとに測位計算が行われてい

る。単独測位では、新しい観測値が次々に加わることがほとんどであるが、新たに観測値が得ら

れた場合の測位計算には、前の時刻の測位結果は生かされていない。そこで、最小２乗法を用い

て補正量の推定値を求め、推定誤差の共分散を新たな観測値が得られることによって逐次的に更

新していく。これにより補正量の更新を可能とし、前時刻の測位結果から得られた更新分推定位

置を移動させるといった測位方法を適用することにより、通常の単独測位に比べ、逐次的最小２

乗法により測位結果がどのように変化し、どの程度の精度が得られるかを調査した。 
 
 

３－２ 測位計算 

 
 逐次的最小 2 乗法の方法として、まず、単独測位では、新しい観測値が次々に加わることがほ

とんどであるが、その度に既存の観測値と統合して再度統一的に最小 2 乗法を行うのでは、観測

値が多いと非能率的である。そこで、本研究では、すでに計算された結果は時間に沿って有効に

利用しようとするものであるとする。 
 はじめに、観測値 Z から重み付け最小 2 乗法を用いて得られた補正量 xδ の推定値 は、デザ

イン行列

mx̂
A、重みW を用いて、 

 

WZAWAAx TT
m

1)(ˆ −=      （３．１） 

 
と表すことができる。補正量 xδ の推定値 と真値mx̂ xとの推定誤差ε は、計測値と推定値の差vを
用いて、 
 

WvAWAA
vHxWAWAAx

WZAWAAx

xx

TT

TT

TT
m

1

1

1

)(
)()(

)(

ˆ

−

−

−

−=

+−=

−=

−≡

　

　　

　

ε

    （３．２） 

 
で表される。補正量 xδ の推定値 と真値mx̂ xとの推定誤差ε の共分散 は、 mP
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と表すことができる。 を用いると は、 mP mx̂
 

WZAPx T
mm =ˆ       （３．４） 

 
と書ける。ここで、新たに観測値 がえられたとする。新しい観測値が得られたことによって、

推定値 は、観測値が得られる前の推定値 に対して、 
1+mZ

1ˆ +mx mx̂
 

xxx mm Δ+=+ ˆˆ 1       （３．５） 

 
で求められれば、再帰的に次々新たな観測値が得られることによって推定値を更新していくこと

が可能となる。 
新たに得られた観測値推定値 と1+mZ Z を統一的に重み付け最小 2 乗法を適用すると、補正量の

推定値 は、新たなデザイン行列1ˆ +mx 'A と重み を用いて、 w
 

)'()''(ˆ 1
1

1 +
−

+ ++= m
TTT

m wZAWZAwAAWAAx   （３．６） 

 
で表すことができる。式(３．３)にならえば、推定誤差の共分散 は次のようになる。 1+mP
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と表すことができる。これは、式(３．５)の形をしているので、再帰的に次々新たな観測値が得ら

れることによって推定値を更新していくことが可能であるといえる。以上の手順を繰り返し、推

定誤差の共分散を収束さていくことで、補正量の推定値を更新していく。 
 
 
３－３ 実験結果 

 
今回使用したデータは、東京海洋大学第四実験棟屋上で取得し、単独測位を行った。このデー

タから、逐次的最小 2 乗法による単独測位を行い、通常の単独測位との誤差の結果比較を行った。

表 3-1 と 3-2 にそれぞれ逐次的最小 2 乗法の適用前、適用後の誤差の標準偏差と平均値、図 3-1
と 3-2 にそれぞれ水平方向測位結果と、垂直方向測位結果を示す。 
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表3-1 各単独測位における水平方向誤差の標準偏差 

 
 緯度方向[m] 経度方向[m] 垂直方向 [m] 
逐次的最小 2 乗法 0.507 0.166 0.341 
通常の単独測位 0.616 0.535 3.196 

 
 

表3-1 各単独測位における水平方向誤差の標準偏差 
 

 緯度方向[m] 経度方向[m] 垂直方向 [m] 
逐次的最小 2 乗法 -0.511 0.579 -5.091 
通常の単独測位 -0.403 0.934 0.306 
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図 3-1 水平方向測位結果  
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図 3-2 垂直方向測位結果 

 
 
結果比較 
従来の単独測位に逐次的最小 2 乗法を適用することによって、従来の単独測位よりもあきらか

に良い精度が得られた。表 3-1 の標準偏差からもわかるように、誤差を収束させ、ばらつきを取

り除くことができた。 
しかし、図 3-2 を見ると、この方法を適用してノイズは取り除くことができるが、バイアスは

取り除くことはできなかった。また、現在のところ、静止体には有効であったが、移動体での利

用は難しいと考えられる。 
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第４章 干渉測位 

 

４－１ 測位原理 

 

 GPS測位では測位を行うための2つのパラメータとして衛星位置と衛星-利用者間の距離を用い

る。衛星-利用者間の距離として単独測位やDGPS測位は擬似距離を使用する。干渉測位は、衛星

-利用者間の距離として擬似距離の代わりに搬送波位相(Carrier Phase)を利用する。擬似距離と比

較すると搬送波位相の測距精度が高いため、干渉測位は数mmから数cmの測位が可能となる。干

渉測位は、座標が既知である固定基準局に対する利用者の相対位置を求める方法が一般的である。

原理は、座標が既知である固定基準局で搬送波位相を測定し、同時に利用者側でも搬送波位相を

測定する。基準局と利用者側で同じ衛星から測定した搬送波位相の差(行路差)を求めることによ

り、基準局からの基線ベクトルを求める。基線ベクトルを求めることができれば、利用者の座標

は基準局からの相対位置として求めることが可能である。図4-1に行路差と基線ベクトルの関係図

を示す。基線ベクトルは3つの未知数で表され、解くためには3個の行路差が必要である。つまり3
衛星の測定値が観測できれば良いことになるが、単独測位と同様に受信機の時計誤差を消去する

ためにもう1機の衛星が必要となる。 

GPS衛星

行路差

基線ベクトル

搬送波位相

B A  

 
 

図 4-1 行路差と基線ベクトル 

 

４－２ 測位計算 

 

４－２－１ 搬送波位相と Ambiguity 

 

搬送波位相は、衛星のC/Aコードや航法メッセージ等の情報をGPS衛星から地上に運ぶ媒体で

あり、電波である。搬送波自体はサイン波であり情報は無く、変調することによって情報を持た

せることができる。GPSの搬送波にはL1帯とL2帯の2種類があり、L1帯は1,575.42MHz、L2帯は

1,227.6MHzの周波数である。それぞれを1波長で表すとL1帯は約0.19m、L2帯は約0.24mである。

搬送波位相は1波長を1サイクル(波数)として表される。搬送波の測距精度は1波長の100分の1であ
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るため、搬送波位相はL1帯で約2mmの精度で測定できる。このように波数を少数点以下まで測定

した値を搬送波位相と呼ぶ。GPS受信機から出力される搬送波位相は、波数を0.01サイクルの精

度で測定し積算した値である。ここで i 番衛星のL1帯の搬送波位相 (cycle)を式で表現すると、 1Lφ
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L
i

L
i

uL
i

L
i

L
i

L
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L NttfTIr εδδλφ ++−++−= −
  （４．１） 

 
となる。ここでλL1 はL1帯の波長(m)、r は衛星-利用者間の正確な距離(m)、 はL1 帯の電離

層遅延量(m)、 はL1 帯の対流圏遅延量(m)、 はL1 帯の周波数(MHz)、

1LI

1LT 1Lf utδ は受信機の時計

誤差(s)、 tδ は衛星の時計誤差(s)、 はL1帯搬送波の整数値バイアス(cycle)、1LN 1Lε はマルチパス

等の誤差(cycle)である。上付き文字 i の括弧は、次数と衛星番号の区別するためのものである。擬

似距離と異なる点は、まず搬送波が電離層を通過するとき、位相速度は見かけ上速くなるため電

離層遅延量の符号は負となることである。次にマルチパスの影響が擬似距離のmレベルと比較し

て、搬送波はcmレベルと小さい。 後に整数値バイアス(Integer Ambiguity)と呼ばれる項の存在

である。搬送波位相は整数部（1波長の数）と小数部とで構成されている。小数部は0.01サイクル

の精度で正確に測定できることは先ほど述べたが、整数部の絶対値は整数値バイアスのために正

確に測定できない。整数値バイアスはその名の通り整数値となるが、衛星ごと、受信機ごとに異

なる値を示すため、電離層、対流圏遅延を相殺するように他の測定値を利用して相殺することが

できない。しかし搬送波を連続的に観測できている期間においては、整数値バイアスは変化しな

いため、一度決定(Integer Ambiguity Resolution)できると連続的に正確な搬送波位相を得ること

ができる。サイクルスリップ等の原因で連続観測が中断した場合整数値バイアスは変化するため、

もう一度決定しなおす必要がある。干渉測位計算アルゴリズムはDGPS測位と同様で単純である

が、整数値バイアスの決定が容易でない。干渉測位にはいろいろな種類があるが、基準局からの

基線ベクトルを求めることには相違なく、整数値バイアスの決定方法の違いによる分別である。 
 
 

４－２－2 搬送波位相の誤差項と削除 

 
式(４．１)には整数値バイアス以外の誤差項（電離層、衛星時計等）がある。これらの誤差項は

DGPS測位と同様に基準局の測定値等を利用することで相殺できる。整数値バイアスの決定、測

位精度の改善のために誤差項を相殺したほうがよい。ここでは搬送波位相の誤差項の削除法を記

す。 
 
 

４－２－２－１ 一重位相差(Single Difference) 

 
・受信機間一重位相差 
図4-1のように、基準局と利用者側の受信機で同時に同じ衛星から測定した搬送波位相の差、つ 
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まり行路差を求める方法である。受信機間一重位相差 は、 )(i
ru−φ
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で表される。ここで添え字の は利用者側、u r は基準局を示し、 ru − は利用者側の測定値から

基準局の測定値を引いた値を示す。式(４．２)では衛星時計誤差の項が相殺されていることがわか

る。受信機間一重位相差では衛星時計誤差が消去できる。整数値バイアスは基準局と利用者側の

差となるが整数の値となる。式(４．２)は基線長が短距離である場合、電離層と対流圏の項は同じ

衛星であるため相殺できる。式(４．２)から短基線長の受信機間一重位相差は、 
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i
ruru

i
ru

i
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となる。当然のことながら基線長が長距離の場合や電離層の活動が活発である場合は相殺されず

に誤差項を消去することはできない。 

 

・衛星間一重位相差 
 図5-2 のように、1 個の受信機で同時刻に測定したGPS 衛星2 機の搬送波位相差を取った値を

衛星間一重位相差と言う。 

)(nφ
)(mφ

 

図 4-2 衛星間一重位相差  
 
例えば利用者側の受信機でn 番衛星とm 番衛星の搬送波位相を測定したとすると、衛星間一重位
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相差  は、 )( mn
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（４．４） 
で表される。式(４．４)から衛星間一重位相差では受信機の時計誤差の項が相殺できる。 
 衛星間一重位相差は搬送波位相を測定した衛星が異なるため、電離層、対流圏の項を相殺する

ことはできない。衛星間一重位相差も受信機間一重位相差と同様で整数値バイアスの項は整数で

ある。 

 
 

４－２－２－２ 二重位相差(Double Difference) 
 

どちらの一重位相差でも時計誤差を完全に消去することができない。二重位相差は衛星時計誤

差と受信機時計誤差の両方を理論的に完全に消去できる。 
 

)(n
uφ

)(n
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搬送波位相

 
図 4-3 二重位相差 

 
 
二重位相差は受信機間一重位相差からも衛生間一重位相差からも求めることができ、結果は同

じである。図5-3が示すように2地点の観測場所と、それぞれの地点で2機のGPS衛星からの搬送波

位相から二重位相差 は、 )( mn
ru
−

−φ
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で表される。ここで式(４．５)はn 番衛星とm 番衛星の受信機間一重位相差を求め、それらの値

を差し引いた値である。(４．５)式を並べ替えることにより、利用者側と基準点の衛星間一重位相

差の引き算になることがわかる。(5-5)式からは衛星時計誤差と受信機時計誤差が完全に消去され、

基線長が短距離であれば電離層、対流圏の項も相殺される。干渉測位は行路差から基線ベクトル

を求めると説明したが、実際の干渉測位には、一重位相差では時計誤差が完全に消去されないた

めに使用しない。二重位相差を行路差に相当する値として測位を行う。また、基線ベクトル、未

知点の座標を求めるためには独立した二重位相差が3個必要であるため、コードを利用する測位と

同様に、 低4衛星の測定値が必要である。測位計算では独立した二重位相差を算出するためにあ

る衛星を基準にする。一般的には衛星仰角の も高い衛星を基準衛星とする場合が多い。 
 

 

４－２－２－３ 線形結合 

 

GPSにおける線形結合とは、L1帯とL2帯の搬送波位相の測定値を二乗や平方根等の項を含まな

い形で結合し、見かけ上測定された新しい搬送波位相を求めることをいう。線形結合で求められ

るi番衛星の新しい搬送波位相 は、 )(iφ
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で表される。ここで 、 は任意の数を示している。 、 の与え方によって様々な搬送波を

算出できる。 、 にはどのような値を代入してもよいが、大きすぎる値では線形結合で求め

た搬送波位相の雑音が増加し、搬送波位相の持つ正確性を失われる。線形結合された搬送波位相

の波長

1g 2g 1g 2g

1g 2g

λ周波数 は、 f
 

2211 LL fgfgf ・・ +=  

2211 LL fgfg
c

f
c

・・ +
==λ     （４．７） 

 
で表される。次に代表的な線形結合である、ワイドレーン(Wide Lane)について説明する。 
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・ワイドレーン(wide Lane) 

 ワイドレーン は、式(４．６)の)(i
wφ 11 =g 、 12 −=g として、 
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i
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i
w φφφ −=       （４．８） 

 
と線形結合された搬送波である。波長 wλ と、周波数 は式(４．７)から、 wf
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w
w 3.86==λ       （４．９） 

 

となる。ワイドレーンは、式(４．９)が示すように、L1 帯、L2 帯の搬送波と比較して 1 波長が

長い。ワイドレーンの整数値バイアス は、 wN
 

21 LLw NNN −=       （４．１０） 

 
と表される。 、 ともに整数倍であるため、ワイドレーンの整数値バイアスは整数のままで

ある。また、電離層の影響は、L1 帯搬送波と比較して、約 0.28 倍となる。 
1g 2g

 
 
４－３ FLOAT 解アルゴリズム 

 

干渉測位において一番の問題は整数値バイアスの存在である。FLOAT解アルゴリズムは、この

整数値バイアスを未知数の1つと考えて逐次近似計算によって求める方法である。測位計算を繰り

返し行い求められる整数値バイアスが実数であることから、求められた座標をフロート解と呼ぶ。

ここで時刻t におけるi番、j番衛星の位置を 、 とし、

基準衛星をj＝1とする。また基準局、未知点の座標を 、 とする。各衛星と

各局における距離は、 

))(),(),(( )()()( tztytx iii ))(),(),(( ()()( tztytx jjj

),,( rrr zyx ),,( uuu zyx

 

2)(2)(2)()( ))(())(())(()( m
k

m
k

m
kk

m ztzytyxtxtR −−+−= （４．１１） 

 

と表される。ここでkは、i、1番衛星を示し、mはr(基準局)、u(未知点)を示している。Rは衛星と

アンテナ間の正確な距離である。式(５．１１)から二重位相差φ(i-1)u-r は以下のように表すこと

ができる。 
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ここでλはここでλは用いている搬送波の波長(m)を示す。式(５．１２)は観測可能な衛星数をsvn
とすると[svn-1]個作成できる。衛星の位置は衛星軌道情報から計算でき、基準局の座標は既知で

あるため、未知数は[svn-1]個の整数値バイアスと未知点の位置 の3個で計[svn+2とな

る。作成できる式より未知数の数が多いため、このままでは解くことができない。この問題は連

続的に搬送波位相を測定できている間であれば整数値バイアスは変化しない特性を利用すること

で解決できる。2つの観測時刻から2×[svn-1]個の式を作成することができる。2つの観測時刻中に

サイクルスリップ等による連続測定中断が無ければ、未知数の数は変化しないため、解くことが

できる。式(５．１２)の既知の値は左辺、未知数を右辺へ移項すると、 

),,( uuu zyx
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と書き換えることができる。つまり（左辺－右辺）が0になるときの各未知数が求めたい解となる。 
式(４．１３)の左辺は既知の値であるので としてまとめると、 )()1( tY i−

 

)1-i()1()1( )()( ru
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u
i NtRtY −

−− += ・λ     （４．１４） 

 

と書き換えることができる。式(４．１４)は二乗や平方根があり、このままでは容易に解くことが

できない。そこで第2章で述べた単独測位計算方法を使用する。未知数を近似値と補正量の和であ

らわし、式を補正量についての連立1次方程式に展開することで容易に未知数を解く方法である。

ここで、未知数(未知点の位置座標、整数値バイアス)と補正量の関係は、 
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と表される。ここで添え字nは逐次計算回数を示し、n=0の未知数は初期値を示す。n回目の計算

で求められる式(５．１４)の の近似距離に相当する右辺 は、 )()1( tY i− )(' )1( tY i−
n
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と表せる。近似距離 と、既知の との残差 は、 )(' )1( tY i−
n n)()1( tY i− )()1( tY i−Δ
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として求められる。 と を残差 分に相当する分だけ修正すれば、正し

い解に近づくことができる。このためには、近似距離 の とN(i-1)u-r に

よる偏微分、 
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を用いる。 の各補正量に置き換えると、 ),,( ,,, ununun zyx
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ru

i
n

i
n

i
n

i
n NztytxttY ・・・・ λγβα  

（４．１９） 
となり、一次方程式の表現に書き換えることができたので、後は単独測位計算と同様に補正量が

収束するまで計算を行う。FLOAT 解測位計算では、基準時刻(t＝0)と観測時刻(t≧1)の2つの時

刻で、 低4機以上の同じ衛星の組み合わせから算出した測定値を用いるため、可視衛星数を（s+1）
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とすると2s個の(5-18)式を立てることができる。扱いを容易にするため次のような行列を用いる。 
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したがって、2s 個の式(４．１９)の連立方程式は、 
 

XGY δδ ・=        （４．２０） 
 
で表すことができ、 

 

YGGGX TT δδ ･・・ 1)( −=      （４．２１） 

 
と式(４．２０)を変形させ各未知数の補正量を算出し、補正量が収束するまで式(４．２０)の計算

を繰り返し行う。補正量が収束したときの推定値が未知数の座標である、整数値バイアス(実数)
となる。 
 
図 4-4 に上記の float 解アルゴリズムを用いた float 解アンビギュイティ、図 4-5 に float 解アル

ゴリズムを用いた測位結果を示す。 
図 4-4、4-5 はそれぞれ基線長約 10km の場合の float 解アンビギュイティ、float 解アルゴリズ

ムを用いた測位結果(垂直方向)である。float 解アンビギュイティ、float 解アルゴリズムを用いた

測位結果ともに測位時間の経過とともに精度が改善され、収束していく様子が見られる。 
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図 4-4 float 解アンビギュイティ
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図 4-5 float 解アルゴリズム測位誤差(垂直方向) 

 
 

４－４ FIX 解アルゴリズム 

 
FLOAT解は、整数値バイアスを実数として求めた。FIX解とは、整数値バイアスの正しい値を

実数でなく整数(波数)にして求めた測位解のことである。正しい整数値バイアスを求める方法とし

ては、FLOAT解が収束した時の整数値バイアス(実数)を四捨五入して整数値とする方法がある。

またDGPS測位結果との比較や衛星の組み合わせの変化等による求め方もある。実際に整数値バ
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イアスを決定することができたならば、観測時刻tにおける測定値( 低4 衛星)のみで、測位結果

を高精度に求めることができる。式(４．１３)において整数値バイアスNの項が既知の値となり左

辺に移項できる。よって式(４．１３)式は、 
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と書き直すことができる。式(４．２２)の線形化を行うと、 
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で表すことができる。したがって FIX 解では時刻 t の測定値のみで測位できるため、可視衛星数

を(s+1)個とすると、式(４．２３)は s 個できる。行列を用いると、各行列は、 
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で表すことができる。したがって、FIX 解は上記の行列を式(５．２１)に代入して、繰り返し計

算を行うことにより求めることができる。図 4-6 に基線長約 10km での FIX 解アルゴリズム測位

結果を示す。 float 解と比較して測位開始から測位精度の高い結果が得られている。 
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 図 4-6 FIX 解アルゴリズム測位誤差(垂直方向) 
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第５章 LAMBDA 法による 

Ambiguity 決定に関する研究 

 

５－１ はじめに 

 

 GPS 測位における搬送波を利用する相対測位は mm～cm レベルでの高精度な測位精度を得る

ことができる測位法である。干渉測位では、搬送波位相の 2 重差を観測量として用いる。第 4 章

でも述べたが、搬送波位相 (cycle)を式で表すと、 )(iφ
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iiii NttfTIr εδδλφ ++−++−= −  （５．１） 

 
で表され、λは搬送波の波長(m)、 r は衛星-利用者間の正確な距離(m)、 は L1 帯の電離層遅

延量(m)、 は L1 帯の対流圏遅延量(m)、 は L1 帯の周波数(MHz)、

1LI

1LT 1Lf utδ は受信機の時計誤

差(s)、 tδ は衛星の時計誤差(s)、 は L1 帯搬送波の整数値バイアス(cycle)、1LN 1Lε はマルチパス

等の誤差(cycle)である。搬送波位相の 2 重差 (cycle)は、 )( mn
ru
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−φ
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で表せる。搬送波位相の 2 重差を観測量として利用する長所は、GPS 測位の誤差要因の多くを測

位計算の前に相殺し、除去できることにある。具体的には、上記の式(５．１)、(５．２)からもわ

かるように、受信機と衛星の時計誤差を完全に消去でき、短基線であれば電離圏、対流圏の大気

圏誤差もほぼ相殺できる。しかし、長基線になると大気圏誤差の消去は不可能になり、結果的に

2 重差に誤差を含むようになる。また、求められる未知数はあくまでも相対的な基線ベクトルで

あり、基準局の正確な座標を必要とする。 
さらに、搬送波測位における中心課題として、第 4 章で述べた搬送波位相の持つ搬送波位相バ

イアス(Ambiguity)を整数値で決定しなければならないという課題が挙げられる。この問題により、

誤った整数値の Ambiguity を導出すると大きな測位誤差が生じてしまうため、相対測位における

正しい整数値の Ambiguity の決定は必要不可欠である。 
 本章では、Ambiguity の推定問題において探索手法が工夫された LAMBDA 法(Least-square 
Ambiguity Decorrelation Adjustment Method)について調査し、LAMBDA 法を用いて

Ambiguity を決定し、基線長が異なる未知数点において干渉測位を行い、LAMBDA 法の適用は、

Ambiguity 決定にどのような場合に有効であり、測位結果への影響がどの程度与えられるのかを

調査した。 
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５－２ LAMBDA(Least-square Ambiguity Decorrelation Adjustment)法 

 
第４章で述べたように、Ambiguity を決定する 1 つの方法として、測位計算において Ambiguity

を未知数の 1 つと考え、単独測位における最小 2 乗法と同様に逐次近似計算によって実数で求め

るといった float 解アルゴリズムがある。この実数の Ambiguity として与えられる float 解は、単

純に四捨五入して整数値を求めようとすると、細長い探索楕円により示され、強い相関により誤

った値が得られてしまう。図 5-1 に 2 次元に単純化された float 推定値による Ambiguity 探索空

間概念図をしめす。 
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 図 5-1：2 次元に単純化された Ambiguity 探索空間

 
 
そこで、LAMBDA 法では、Ambiguity を決定する際に、できる限り無相関化を行うことで、

最適な解が得られるようにする工夫がされたアルゴリズムである。 
 
 LAMBDA 法のアルゴリズムは簡単に 3 段階の Step によって構成される。 

Step1：float 解アルゴリズムから float 解を求め、それらの共分散行列を求める。 
Step2：float 解アルゴリズムから正しい整数の Ambiguity をできるだけ高い確率で推定する 
Step3：最終的に求めた Ambiguity より、位置を算出する。 
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まず、Step1 の float 解アルゴリズムから float 解を求め、それらの共分散行列 を求めるとい

った step から始まる。次の Step2 が LAMBDA 法の中で最も重要な Step であり、整数最小２乗

問題として与えられるコスト関数、 

NQ ˆ

)ˆ()ˆ()( ˆ NNWNNNc N
T −−=      （５．３） 

 
を最小にするベクトル  (整数値の Ambiguity)を求める。N は Step1 において求めた float 解推

定値であり、相関行列と呼ばれる は、共分散行列 の逆行列である。この Step2 での最大の

目標は、各 Ambiguity 推定値をできる限り無相関化(Decorrelation)することである。一般に無相

関が意味するのは、ここでは が対角行列であることなので、この の対角化が無相関化を意

味する。 

N ˆ

NW ˆ NQ ˆ

NW ˆ NW ˆ

そこで、結果として得られた相関行列が対角行列になるように変数変換を導入することで の

対角化を図る。この対角化を行うためには、Ambiguity の整数性を保持するべく、整数を整数に

写像する変数変換が必要であるので、Z 変換と呼ばれる変数変換が要求される。要求される Z 変

換は、 

NW ˆ

(ⅰ) Z のすべての要素は整数である 

(ⅱ) Z は逆行列を持つ 

(ⅲ) 1−Z のすべての要素は整数である 

 (ⅳ) Z はユニモジュラ行列である（すなわち、 1|)det(| =Z ） 

 
以上のような条件を満たす必要がある。ここで、変換 Z を定義する。 
 

NZM T=  ，  ，    （５．４） NZM T ˆˆ = ZQZQ T= NM ˆˆ

M

 
この変換により、式（５．３）は新しい整数最小２乗問題、 
 

)ˆ()ˆmin( 1
ˆ MMQMM T −− −       （５．５） 

に変形される。要求される変換 Z を達成するために、 、 をコレスキー分解すると、 
NQ ˆ MQ ˆ

 

DLLQ T
N =ˆ  ， LDLDLZLZQ TTT

M ==ˆ     （５．６） 

 

となる。ここで、L は下三角行列であり(つまり は上三角行列)、 と
TL D D は対角行列、 

 

),,,( 21 nddddiagD L=  ， ),,,( 21 nddddiagD L=   （５．７） 
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であり、さらに 0, >ii dd である。このプロセスではQ の 因数分解と、Q の
N Mˆ DLLT

ˆ LDLT
因数分

解を与えるための要素の更新から始まり、 

 (ⅰ) Q はできるだけ対角である (すなわち、
M̂

L の非対角成分はできるだけ十分小さい) 

 (ⅱ) D の対角成分は降順に分配される (すなわち、 ) nddd ≥≥≥ L21

 
この二つの目標を達成するために、ユニモジュラ行列 Z を見つけようとすることである。このプ

ロセスの繰り返しによりユニモジュラ行列 Z が構築される。もしこの Z を用いてW を完全に対

角化可能であれば、LAMBDA 法は単純なアルゴリズムになるであろう。しかしながら、そのよ

うな場合はほとんど起きることは無く、各Ambiguity推定値が完全に無相関化されることはない。

そのため、この Z による変数変換により、W を可能な限り対角に近づけるための変換を行うこと

で、できる限り無相関化を行う。 

N

N

 ユニモジュラ行列 Z による定義、式(５．４)より、float 解 はできる限り無相関化されたN̂ M̂ に

変換され、この M̂ に対して四捨五入を行い、得られた M から N に戻す変換、つまり逆 Z 変換、 
 

MZN T 1)( −=        （５．８） 
 
を行えば、式(５．３)の元の最小２乗問題に対する最小解が得られる。 
この最終的に求めた Integer Ambiguity を用いて、Step3 において測位計算を行い、位置を算

出する。以上が 3 段階の Step から構成される LAMBDA アルゴリズムである。図 5-2 に LAMBDA
法の流れを示す。 

 

最小２乗解

逆Z変換

整数最小２乗解（FIX解）

整数最小２乗解

Z変換（無相関化）

NQN ˆ,ˆ

ZQZQ N
T

M ˆˆ =

)ˆ()ˆmin( 1
ˆ MMQMMM M

T −−= −(

MZN T (( 1)( −=
 

 
 

図 5-2：LAMBDA 法 flow chart

 
 
５－3 LAMBDA 法を用いた干渉測位実験 
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５－3－１ 実験概要 
 
 基線長の異なる 3 つの未知点と 1 箇所に固定した基準局で干渉測位を行い、LAMBDA 法によ

る Ambiguity 決定や測位結果に及ぼす影響を評価する。 
 まず、図 5-2 のように基準局を GPS 電子基準点の藤沢局に設定し、基線長の異なる未知点を 3
箇所選択した。表 5-1 に基準局と各移動局の詳細を示す。 
解析に使用したデータは以下の通りである。 
・ 取得日時 ： 平成 16 年 12 月 1 日午前 9 時から正午までの 3 時間 
・ サンプリングレート ： 1Hz 
・ 三菱電機株式会社より提供された、GPS 電子基準点ネットワークの一部 

 
 

 

Rov.1 

Ref 

Rov.2

Rov.3 

 
 

図 5-2：基準局、移動局位置の概要図 

 
表 5-1 基準局と各移動局の詳細 

局名称 表記 場所 基線長(km) 
基準局 Ref 藤沢  
未知点 1 Rov.1 横浜市泉区 11.7 
未知点 2 Rov.2 横須賀 19.3 
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未知点 3 Rov.3 丸山 58.7 
 
 
 Ambiguity決定にLAMBDA法アルゴリズムを使用し、L1帯搬送波における干渉測位を行った。 

５－3－２ 測位結果 
 
５－3－２－1 Ambiguity 探索空間 
 
 図 5-3、5-4、5-5 にそれぞれ基線長 11.7km、19.3km、58.7km の L1 帯搬送波による float 推
定値の二次元相関分布図と、LAMBDA 法による Z 変換後の二次元相関分布図を示す。表 5-1 は、

各基線長の float 推定値と、Z 変換後の相関係数を表す。 
 

float solution

7627231

7627232

7627233

7627234

7627235

7627236

7627237

7627238

6042047 6042048 6042049 6042050 6042051 6042052 6042053 6042054

N1  [cycle]

N
2
  

[c
yc

le
]

float解推定値

 

Z-transformation

-1585184.2

-1585184.1

-1585184

-1585183.9

-1585183.8

15403786.8 15403786.9 15403787 15403787.1 15403787.2

Z1

Z
2

Z変換後

 
 

図 5-4：基線長 11.7km の float 推定値と Z 変換後の 2 次元での Ambiguity 探索空間
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float solution

6771752

6771753

6771754
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6771756

6771757

6771758

6771759

6771760

36481 36482 36483 36484 36485 36486 36487 36488

N1 [cycle]

N
2
  

[c
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]

float解推定値 

Z-transformation

-6736353.2

-6736353.1

-6736353
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Z1

Z
2

Z変換後

 
 

図 5-4：基線長 19.3km の float 推定値と Z 変換後の 2 次元での Ambiguity 探索空間 
 
 
 

float solution

15074278

15074280

15074282

15074284

15074286

15074288

15074290

15074292

15074294

7231423 7231424 7231425 7231426 7231427 7231428 7231429 7231430

N1 [cycle]

N
2 

[c
yc

le
]

float解推定値 

Z-transformation

-866314.5

-866314.25

-866314

-866313.75

-866313.5

23183824.5 23183824.75 23183825 23183825.25 23183825.5

Z1

Z
2

Z変換後 

 
 

図 5-5：基線長 58.7km の float 推定値と Z 変換後の 2 次元での Ambiguity 探索空間
 
 

表 5-1 基線長ごとの各 float 解推定値と Z 変化後の相関係数
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表 5-1 より、各 float 推定値は各基線長において相関係数がほぼ 1 に近く、非常に強い相関を持

つことが明らかである。LAMBDA 法では、float 解の持つ強い相関を可能な限り無相関化するこ

とが目標であり、各 float 推定値の Z 変換後において、基線長 11.7km での相関係数は-0.0618 で、

ほぼ相関のない空間へと変換することができた。基線長 19.3km では相関係数-0.1887 と無相関で

あるとはいえないが、ほとんど相関は無い空間へと変換することができた。しかし、基線長 58.7km
では相関係数が-0.4527 と中程度の相関を持ってしまう。 

Z 変換により各 float 推定値の相関を弱めることはできるが、基線長が長くなるほど相関の強さ

は増大してしまいうことが確認できた。 
 
 
 
 
 
 
５－3－２－2 Ambiguity 決定 
 
図 5-6、5-7、5-8 にそれぞれ基線長 11.7km、19.3km、58.7km の L1 帯搬送波による Ambiguity

三次元分布図を示す。それぞれの図は、float 推定値(cycle)、LAMBDA 法により求めた整数値

Ambiguity(cycle)を示している。 

 

図 5-6：基線長 11.7km の float 推定値と FIX 解 
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図 5-7：基線長 19.3km の float 推定値と FIX 解 

 
 

 
図 5-8：基線長 58.7km の float 推定値と FIX 解

 
 
 
 一般に Ambiguity に対する float 推定値は強い相関を持っており、単純に四捨五入して整数値

を求めようとすると誤った値が導かれてしまう。5-3-2-1 で示したように、Z 変換による float 推

定値の変換された空間においては、Ambiguity の float 推定値は相関が弱められるため、単純に

四捨五入を行い、Z 変換の逆変換を行うことで Ambiguity の真値にほぼ近い値を得ることができ

る。図 5-6,7,8 に表されるように、float 推定値の持つ強い相関にも関わらず、各基線長において
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LAMBDA 法アルゴリズムにより導出した Ambiguity は正しく決定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－3－２－3 測位誤差 

 

 図 5-9、5-10、5-11 にそれぞれ基線長 11.7km、19.3km、58.7km の L1 帯搬送波による測位誤

差を示す。図はそれぞれ第４章で述べた float 解アルゴリズムによる測位結果と、LAMBDA 法ア

ルゴリズムによる測位結果を示し、図の軸はそれぞれ緯度方向誤差[m]、経度方向誤差[m]、垂直

方向誤差[m]を表している。 
 

 
図 5-9：基線長 11.7km の L1 帯搬送波による測位誤差 
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図 5-10：基線長 19.3km の L1 帯搬送波による測位誤差 

 

 図 5-11：基線長 58.7km の L1 帯搬送波による測位誤差 
 
 
 

LAMBDA法アルゴリズムによる測位結果は、図5-9,10,11に示されるように基線長に関わらず、

安定した測位分布が得られている。 
 基線長 11.7km の測位結果は、float 解アルゴリズムによる緯度方向の標準偏差が 13.60cm、経

度方向が 4.55cm、垂直方向が 7.42cm であるのに対し、LAMBDA 法アルゴリズムでは緯度方向

の標準偏差が 0.18cm、経度方向が 0.09cm、垂直方向が 1.21cm である。float 解アルゴリズムに

よる緯度方向の測位誤差は-1.32cm、経度方向が-1.86cm、垂直方向が 0.33cm となり、LAMNDA
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法アルゴリズムでは緯度方向が 0.54cm、経度方向が 0.79cm、垂直方向が 0.55cm となった。 
 基線長 19.3km の測位結果では、float 解アルゴリズムによる緯度、経度、垂直方向の標準偏差

はそれぞれ 7.01cm、5.12cm、9.14cm であるのに対し、LAMBDA 法アルゴリズムではそれぞれ

0.18cm、0.09cm、1.21cm となった。float 解アルゴリズムによる緯度、経度、垂直方向の測位誤

差はそれぞれ 1.13cm、1.18cm、1.01cm となり、LAMBDA 法アルゴリズムではそれぞれ 0.74cm、

0.68cm、3.10cm となった。 
基線長 58.7km の測位結果では、float 解アルゴリズムによる緯度、経度、垂直方向の標準偏差

はそれぞれ 33.38cm、5.61cm、22.65cm であるのに対し、LAMBDA 法アルゴリズムではそれぞ

れ 0.34cm、0.62cm、1.54cm となった。float 解アルゴリズムによる緯度、経度、垂直方向の測位

誤差はそれぞれ-1.85cm、1.38cm、3.84cm となり、LAMBDA 法アルゴリズムではそれぞれ 4.01cm、

0.94cm、9.52cm となった。 
  
表 5-2 に各基線長の float 解、LAMBDA 法アルゴリズムによる測位結果の各方向の標準偏差、

表 5-3 に各基線長の float 解、LAMBDA 法アルゴリズムによる測位結果の各方向の平均値を示す。 
 
 
 
表 5-2：各基線長の float 解、LAMBDA 法アルゴリズムによる測位誤差の各方向の標準偏差 

 
 
表 5-3：各基線長の float 解、LAMBDA 法アルゴリズムによる測位誤差の各方向の平均値 
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以上の結果から、LAMBDA 法アルゴリズムにより基線長に関わらず安定した測位分布が得ら

れ、float 解アルゴリズムに比べかなりの測位精度向上がみられた。しかし、精度は基線長が長く

なるにしたがって劣化することがわかる。基準局、未知点ともに搬送波の測距精度に大きな変化

は無いと考えられるため、測位精度劣化の原因としては基線長が異なるという項目が考えられる。

基線長が長くなると測定値に生じる電離圏、対流圏の大気圏伝搬遅延量が相殺されず、測位結果

に影響し精度が劣化したと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
５－４ まとめと考察 

 
 基準局を固定し、基線長を 11.7km、19.3km、58.7km と変化させた 3 つの未知点で L1 帯搬送

波による干渉測位を行い、LAMBDA 法の適用は、Ambiguity 決定にどのような場合に有効であ

り、測位結果への影響がどの程度与えられるのかを調査した。 
 Ambiguity 探索空間において、Ambiguity に対する float 推定値の持つ強い相関を LAMBDA
法の Z 変換により、基線長が短い場合は無相関とは言えないがほとんど相関が無い空間へと変換

でき、基線長が長くなるほど相関は弱められても多少の相関を持つことを確認した。Ambiguity
決定では、Ambiguity に対する float 推定値の強い相関にも関わらず、各基線長においても

LAMBDA 法により正しい整数値 Ambiguity が決定されている。 
 測位結果への影響は、LAMBDA 法アルゴリズムにより基線長に関わらず安定した測位分布が

得られ、float 解アルゴリズムに比べかなりの測位精度向上がみられた。しかし、精度は基線長が

長くなるにしたがって劣化することも確認できた。基準局、未知点ともに搬送波の測距精度に大

きな変化は無いと考えられるため、測位精度劣化の原因としては基線長が異なるという項目が考
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えられる。基線長が長くなると測定値に生じる電離圏、対流圏の大気圏伝搬遅延量が相殺されず、

測位結果に影響し劣化したと考えられる。 
 今回の結果より、一般に LAMBDA 法は中、長基線での干渉測位に有効とされる Ambiguity 決

定の手法の 1 つであるが、基線長の長さに比例して Ambiguity 推定値の無相関化を図るのは困難

になり、測位結果にも影響を及ぼしてしまうことがわかった。しかし、今回の実験のように、L1
帯搬送波だけでは、中・長基線の場合、観測量として用いる搬送波位相の 2 重差の中に含まれる

電離圏、対流圏伝搬遅延量が相殺されないと考えられ、観測量自体に誤差要因として残ってしま

う。そこで、第 4 章で述べた電離圏伝搬遅延量に対して影響の少ない搬送波位相測定値の線形結

合であるワイドレーンや、電離圏フリー結合といった搬送波を利用し観測量自体の誤差要因を消

去・軽減することが、基線長が長くなるほど Z 変換後の Ambiguity 推定値が相関を持ってしまう

ことに対しての問題の解決策の 1 つとして挙げられると考えられる。 
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第６章 総括 

 
６－１ 結論 

 
本稿では、mm～cm レベルでの高精度な GPS 測位が可能な搬送波位相を利用する高精度測位

における中心課題として挙げられる Ambiguity 決定に関して、Ambiguity に対する float 推定値

の探索空間と LAMBDA 法の適用による Ambiguity 探索空間の違いと、基線長との関係性を示す

とともに、LAMBDA 法アルゴリズムと float 解アルゴリズムとの測位結果比較を行った。  
 第 5 章において、基準局を固定し基線長を 11.7km、19.3km、58.7km と変化させた 3 つの未

知点で L1 帯搬送波による干渉測位を行い、Ambiguity 決定手法に LAMBDA 法を適用した。

LAMBDA 法は、Z 変換により Ambiguity に対する float 推定値の持つ非常に強い相関を、出来る

限り無相関化することで最適な解を得ようとする Ambiguity 決定手法の 1 つである。 
Ambiguity 探索空間は、基線長 11.7km の未知点では、float 推定値の持つ相関係数が 0.9954

と非常に強い相関から相関係数-0.0618 と、無相関であるとは言えないが、ほとんど相関の無い空

間へと変換することができ、基線長 19.3km の未知点においても、float 推定値の持つ相関係数

0.9077 の非常に強い相関から-0.1887 とほとんど相関を持たない空間へと変換できた。しかし、

基線長 58.7km の未知点においては、float 推定値の相関 0.9348 から-0.4527 と中程度の相関を持

ってしまい、基線長が長くなるほど Z 変換後でも Ambiguity 推定値は相関を持ってしまうことが

確認できた。 
Ambiguity 決定では、Ambiguity 探索空間において、float 推定値の Z 変換により変換された

空間では float 推定値の非常に相関が弱められるため、単純に四捨五入を行い、逆 Z 変換を行う

ことで float 推定値の強い相関にも関わらず真値にほぼ近い値整数値 Ambiguity を決定すること

ができた。 
float 解アルゴリズムと LAMBDA 法アルゴリズムとの測位結果は、LAMBDA 法アルゴリズム

により基線長に関わらず安定した測位分布が得られ、float 解アルゴリズムに比べかなりの測位精

度向上が確認できた。しかし、基線長が長くなるにしたがって精度は劣化することも確認できた。

基準局、未知点ともに搬送波の測距精度に大きな変化は無いと考えられるため、測位精度劣化の

原因としては基線長が異なるという項目が考えられる。基線長が長くなると測定値に生じる電離

圏、対流圏の大気圏伝搬遅延量が相殺されず、測位結果に影響し精度が劣化したと考えられる。 
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６－２ 今後の課題 

 
 LAMBDA 法の Z 変換により、基線長 11.7km と 19.3km の未知点では、Ambiguity に対する

float 推定値の持つ非常に強い相関を持つ空間からほとんど相関を持たない空間へと変換するこ

とが出来たが、基線長 58.7km の未知点では中程度の相関を持ってしまうことがわかり、基線長

が長くなるほど Z 変換後でも相関を持ってしまうという課題も得た。これは、中・長基線の場合、

観測量として用いる搬送波位相の 2 重差の中に含まれる電離圏、対流圏伝搬遅延量が相殺されず、

観測量自体に誤差要因として残ってしまうこととが原因の１つと考えられる。そこで、観測量自

体の誤差要因を消去するために、一般に電離圏伝搬遅延量への影響が L1 帯搬送波に比べて少な

いといわれる搬送波位相測定値の線形結合であるワイドレーンや、電離圏フリー結合といった搬

送波を利用し干渉測位実験を行い、L1 帯、ワイドレーン、電離圏フリー結合の搬送波ごとの結果

比較を行うことが今後の課題として挙げられる。 
 また、本研究では float 解アルゴリズムと LAMBDA 法との比較のみであったが、OTF(On the 
fly)などの他の Ambiguity 決定手法との比較等も行うことで、他の Ambiguity 決定手法に対する

LAMBDA 法の有効性を示すことも今後の課題として挙げられる。 
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